別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　　項：商工費　　　目：工鉱業振興費
	事業名:海外販路開拓促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　商工労働部　モノづくり振興課　地場産業担当　電話番号：058-272-1111（内 3094）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：4,500千円（前年度予算額：5,000千円）

	事業内容


	１　事業の内容


長引く景気低迷や消費者嗜好の多様化などに伴い国内市場が縮小するなか、中国等アジア地域に代表される経済成長が著しい海外市場に向けて、高品質な岐阜ブランドを前面に出した販路拡大を目指し、積極的に販路開拓に取り組もうとする県内中小企業に対する支援を一層強化する。

特に新年度においては、Ｈ２２年度に本県で開催されたＡＰＥＣ中小企業大臣会合の共同閣僚声明に盛り込まれた「中小企業の国際展開の強化（通称：岐阜イニシアチブ）」の実現を重点方針とし、海外展開を目指す中小企業の裾野を一層広げていくために、海外に通用するモノづくり、人材育成、マーケティングなど、県内中小企業が海外に打って出るための力を蓄える行動に対する支援を一層強化する。
なお、支援にあたっては、県産業経済振興センター事業、ジェトロ事業のほか、見本市出展に対する補助事業などとも有機的に連携させ、効率的・効果的な支援を行う。
（１）インターネットを活用した海外向け地場産品物産展の開催
平成２１年度に包括連携協定を結んだ「楽天」との連携により、楽天の海外向けオンラインショッピングモールにおいて、外国語による「岐阜県地場産品物産展」を開催するとともに、県内中小企業者対象とした出店説明会を開催し、県内中小事業者による海外展開を支援する。

　　　（２）海外での地場産品アンテナ販売の実施
県の飛騨美濃じまん海外戦略プロジェクトの一環として、中国、香港、シンガポール等のショッピングセンター等で「観光・食・モノ」が一体となって県産品ＰＲを行うのに併せて、地場産品（繊維製品、和紙、陶磁器、刃物、加工食品等）のアンテナ販売の機会を設け、県内中小事業者による海外展開を支援する。
　　（３）海外の小売店と連携した地場産品マーケティングの実施
高品質・モダンな輸入和雑貨を扱う海外の小売店等との協力関係を構築し、海外でのマーケティングを希望する本県中小企業者の商品の販売を行うことで、高品質な岐阜ブランドを前面に出した海外販路拡大の取り組みを支援するとともに、協力小売店を通じた海外ビジネス情報の収集及び本県の情報発信を実施する。
	２　所要経費


　（１）インターネットを活用した海外向け地場産品物産展の開催　1,500千円
　　　　 （主な内訳）委託料　1,400千円

（２）海外での地場産品アンテナ販売の実施　2,500千円
        　(主な内訳) 業務旅費　1,046千円　　印刷製本費　172千円　　
委託料　942千円

（３）海外の小売店と連携した地場産品マーケティングの実施　500千円  

(主な内訳)業務旅費　233千円　　委託料150千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

・海外への販路開拓を支援する

＜参考：第６章　重点プロジェクト＞
Ⅲ　地域の特色をいかした地場産品の輸出拡大
○アジアを中心とした海外市場開拓（「エクスポート・ギフ２１戦略」の展開）
◆アジア諸国との取引拡大に向けた総合支援
・アジア市場向け事業支援のためのマーケットの調査分析
  ・中小企業が行うアジア市場の特性にあった付加価値の高い新品開発への助成や海外ビジネスのコンサルティング等 

・香港における付加価値の高い地場産品の展示会、商談会、販売フェア等を開催
・商工団体等が行う海外での商標登録に支援
◆上海万博等の国際博覧会や海外見本市を活用した海外市場への売り込み
・中国、台湾、韓国などアジア諸国で開催される国際博覧会等への出展・ＰＲ
	２　これまでの取組状況


　（１）インターネットを活用した海外向け地場産品物産展の開催

　　　　　Ｈ２１～２２年度において、楽天サイトによる海外向け物産展を開催
【Ｈ２１】

・出店サイト：　楽天海外販売内特設サイト（中国語版）
・実施期間　：　平成22年2月26日～3月29日（32日間）
・出　店　数：　２７店舗（陶磁器、家具、刃物、日本酒、米、着物など）
・出店者説明会：　１回開催

【Ｈ２２（予定）】

・出店サイト：　楽天海外販売内特設サイト（英語版）

・実施期間　：　平成22年11月29日～平成23年1月7日（40日間）

・出　店　数：　３０店舗（陶磁器、家具、刃物、日本酒、米、着物など）

・出店者説明会：　３回開催

（２）海外での地場産品アンテナ販売の実施
【Ｈ２２】

○シンガポールでの商談会の開催（H22.8.4）

シンガポールでのプロモーション事業にて、参加企業による実物展示のうえ、商談会を実施。なお、県内メーカー商品を束ねて商談を行えるよう、今回初めて県内商社の参画を図った。（７社、グループの約５０品目の商品を取り扱い）

※なお、今回、商談会に出展、出品する企業を対象にシンガポール市場に関する事前勉強会及びレクチャーを受ける機会を設けた。

　　
（３）海外の小売店と連携した地場産品マーケティングの実施
【Ｈ２２】

前述のシンガポールでの商談会（H22.8.4）に参加した輸入和雑貨小売店を連携店の候補とし、今後展開を予定（計画中）
	３　これまでの取組に対する評価


・　近年国内市場が縮小するなか、企業の存続をかけて、急速な経済成長が進んでいるアジア等に向けて自社製品・技術等の海外市場展開に挑もうと考えている中小企業者が増えている。その一方で、長引く不況のなか、急激な円高の進行や、大手メーカーによる生産拠点の海外シフトの加速など、海外市場展開を検討する中小企業者を取り巻く環境は、益々厳しさを増している。
・　こうした状況のなか、２２年１０月に本県で開催されたＡＰＥＣ中小企業大臣会合において、ＡＰＥＣに参加する国・地域は「中小企業の国際展開の強化（「岐阜イニシアチブ」）」に取り組んでいくことなどが「共同閣僚声明」に盛り込まれまた。同声明には、地域資源を活用した高付加価値産品を国際市場に販売するための支援や、海外展示会への中小企業者の参加の促進を図ることなどが示されている。

・　中小企業の海外展開に対する支援は産業政策上重要であり、今後も重点的に支援を行う必要がある。
・　県では、ここ１～２年のあいだ、高い経済成長と富裕層の増加がみられるアジア地域をはじめ、欧米などに向けた中小製造業の販路開拓支援を重点的に行ってきた。
　　２１年度は、インターネットを活用した海外の消費者への直接販売の機会として、インターネット上での海外向け地場産品物産展を開催した。
また、２２年度上半期については、特に中国や香港、シンガポールに関するセミナーや事前勉強会等を開催することで  県内企業を対象に情報提供や啓発に努めたほか、シンガポールでのプロモーション事業においては、ＰＲに加え、現地での商談会を開催するなどしており成果が得られている。
・　今後の地場産品の海外販路開拓においては、特にアジア地域を重点地域として事業を展開するなか、むやみに新たな取り組みをするのではなく、ここ近年、実際に事業を実施、展開している中国や香港、シンガポールに対し、丁寧なフォローアップなど継続的な取り組みを実施していくことが必要である。
また、米国、ヨーロッパ（フランス、ドイツ等）についても、既に単体で取り組んでいる企業が多いため、積極的な支援を実施していく必要がある。
・　さらに今後は、海外展開を目指す中小企業の裾野を一層広げていくために、海外に通用するモノづくり、人材育成、マーケティングなど、県内中小企業が海外に打って出るための力を蓄える行動に対する支援を一層強化する必要がある。

支援にあたっては、県産業経済振興センター事業、ジェトロ事業のほか、見本市出展に対する補助事業などとも有機的に連携させ、効率的・効果的な支援を行う。

＜各取組の評価＞

（１）インターネットを活用した海外向け地場産品物産展の開催

　　　　　・Ｈ２１年度は中国語圏向けに開催したが、売れる商品の傾向や買い物案内

ページについて、有益な情報を得ることができた。特に、店舗側からは英
語のページがあれば対応可能である旨のアドバイスがあったこと、英語で
あれば、欧米・豪州など対象国も広がることから、Ｈ２２年度は英語によ

る開催とすることで、海外展開の拡大と強化を図った。

　　　　　・参加店舗については、各事業者の通販サイト、メールマガジンの英訳添削

相談サービスや海外販売の情報、ノウハウに関する勉強会など、物産展と

連動したサポートを実施することで、海外販売に意欲のある企業の取り
組みを促進していく。
（２）海外での地場産品アンテナ販売の実施

　　　　 ・Ｈ２２年度に実施したシンガポールでは、県内企業２社（商社１社、メー
カー１社）及び現地百貨店などが参加した商談会で展示した商品について、
現地で和雑貨を扱う小売店より、自店において客の反応をみたいとの依頼
があったため、先方より希望のあった商品（陶磁器、枡など）について試
験販売を開始。

　　　　　　　　　 　・今後は上記輸入和雑貨小売店との関係構築を強化するとともに、新規に商談
　　　　　　　　　　　 会などを実施するに当たっては、参加者ならびに商材の選定を早期に行い、
　　　　　　　　　　　 内容に見合ったバイヤーとその後の展開まで含めた調整を実施することで、
アンテナ販売の実効性を高める必要がある。
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